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１．今年度の成果と来年度の取組について
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Ⅰ．データのオープンデータ化 Ⅱ．データの持続的な整備・更新

今年度の取組

現地事業の実施
自治体において取組を実施する際の課題・対応策を検証する
ため、公募により選定した会津若松市・姫路市において現地
事業を実施し、取組過程を通じて知見・ノウハウを収集。

バリアフリーマップ作成ツールの検討
NWデータ等に含まれる情報をマップとして可視化する
ツールの検討

ヒアリング調査・実証実験の実施
プローブ情報等に関する既存取組を対象に持続可能性の観点
から課題等をヒアリング。
併せて、プローブ情報について実証実験を実施。

NWデータの効率的な整備に関する検討
ツールを活用した多様な主体によるデータ整備・更新について検
討
NWデータの整備・更新への電子納品成果の活用可能性につい
て検討

成果

知見・ノウハウのガイドライン反映
自治体が取り組む際の知見・ノウハウをガイドラインに反
映。

庁内横断的な実施体制の構築
NWデータ・施設データの効率的な整備
データのメンテナンス 等

バリアフリーマップ作成ツールの作成

多様な主体によるデータ整備・更新について、体
制面・手法面から論点を整理。併せて、実証アン
ケート結果を整理。
体制関係：

• 多様な主体の参画を促すインセンティブ
• データの権利・取扱いルール 等
手法関係：

• データに含まれる個人情報への配慮
• データの信頼性確保 等

NWデータの整備･更新における役割分担の整理

課題

自治体におけるデータの整備・更新を継続していくためには、
既存業務と関連付けることが必要との指摘。
⇒バリアフリーに関するデータについて、例えばバリアフリー
マップの作成段階から関連付け、データの整備・更新を実施
できないか

多様な主体によるデータ整備・更新について、示された論点へ
の対応策及び対応策の実効性に関する具体的な検証が必要。
⇒インセンティブについて、効果を高めるための制度設計
個人情報への配慮方法を踏まえた投稿フォーマットの作成 等

来年度の取組
バリアフリーに関するデータについて自治体のバリアフリー
マップ作成と連携する手法について、具体的な課題や対応
策を自治体の協力を得て検証する。

多様な主体によるデータ整備・更新について、示された論点へ
の対応策について実証実験を通じて効果を具体的に検証する
とともに、実証実験成果を踏まえた制度設計を検討する。



２．来年度以降の取組について

自治体の
バリアフリー調査と
連携したオープン
データ化の検討
→ガイドライン化

競技会場周辺の
データ整備

実証実験を
通じた検討

・インセンティブ
・官民の分担
・権利・ルール

等

実証実験を
通じた検討

○来年度は、今年度検討した成果に基づき、以下の取組を実施。
自治体におけるオープンデータ化の取組として、バリアフリーマップの作成と連携したデータ整備・オープン化の検討
多様な主体の参画によるデータ整備・更新に係るインセンティブ等の論点整理を踏まえた対応策の検証や枠組みの検討
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